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ごあいさつ
TOHO MINI REPORT 2013

　皆さまには、日頃より東邦銀行グループをご利用、お引立ていただきまして、誠にありがとうございます。
　本年もここにミニディスクロージャー誌「ＴＯＨＯからのお知らせ」を作成いたしましたので、ご高覧いただければ
幸いに存じます。
　さて、当行の主たる営業基盤である福島県内の経済につきましては、東日本大震災および原子力発電所事故からの
復旧・復興に向け官民が一体となって取組んできたことにより、住宅投資や設備投資が高い水準で推移するなど、少し
ずつですが復興への槌音が聞こえております。

画」
方針の

第一の柱としており、東日本大震災や原子力発電所事故により甚大な被害を受けた方々への復興支援や、今なお続く
風評被害の払拭など、福島県の復興、そして新たな成長に向けた取組みを全力で進めております。
　また、震災以降劇的に変化している経営環境の中で、当行の更なる成長と確固たる経営基盤を確立するためにも、
「成長戦略の着実な遂行」と「経営体質の更なる強化」を基本方針に掲げ、福島県の復興・発展に向けた資金需要に
加え、福島県が復興の柱に位置づける医療関連分野や再生可能エネルギー分野などに対して積極的にご融資を行うと
ともに、事業再生支援など地域金融の円滑化にも継続的に取組んでおります。
　また、屋内遊び場「とうほう わんぱくランド」の設置や、全国高校生金融経済クイズ選手権「エコノミクス甲子園」
福島大会の開催など未来を担う子どもたちの育成を支援するとともに、「点字通知サービス」などによる障がいをお持ち
の方々への金融取引支援、加えて役職員や家族による継続的な植林活動（「とうほうの森」づくり）など環境保全活動にも
積極的に取組んでおります。
　私ども東邦銀行グループは、「福島の復興なくして当行の発展なし」の考えのもと、地域の復興のためにグループ一丸
となって地道に汗を流し、地域金融機関としての使命を果たしてまいります。そして、ふるさと福島の復興、そして新たな
成長に向け、しっかりと施策を明示し「一歩一歩」着実に実行してまいります。
　今後とも、より一層のご支援、ご愛顧を賜りますようお願い申しあげます。

平成25年6月

取締役頭取

ふるさと福島の復興、そして新たな成長に向け、
しっかりと施策を明示し「一歩一歩」
着実に実行してまいります。
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経営方針

　東邦銀行は、コーポレート・メッセージである
『すべてを地域のために』の考えのもと、当行を
日頃支えていただいているお客さま、株主の
皆さま、そして地域の皆さまとともに歩み、ふる
さと「ふくしま」の復興のために、総力をあげて
取組んでまいります。

コーポレート・メッセージ

すべてを
地域のために

１．ふるさとを愛する心がいちばん
２．お客さまの笑顔がいちばん
３．仲間を思い、みんなで考えるのがいちばん
４．しなやかな発想、はっきりした主張がいちばん
５．プロとしての責任ある仕事がいちばん
６．現場からの声がいちばん
７．がんばった人がいちばん

行動指針

私たちの
「いちばん」宣言

　私たちは、地域を見つめ、地域とともに歩み、
総合的な金融サービスをもって「ふくしま」の
発展とお客さまの豊かなくらしづくりのために
力を尽くします。

社会的使命

地域を見つめ、
地域とともに

企業理念

　私たちは、進取・積極の精神と健全な姿勢を
基本とし、心が通いあう活きた組織をもって
お客さまの満足のために汗を流します。

経営姿勢

お客さまの
満足のために

　私たちは、ふるさと「ふくしま」を愛し、新しい
感覚と柔軟な発想をもって自分を磨き、お客
さまの信頼に応えることを喜びとします。

行動規範

新しい感覚と
柔軟な発想をもって
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画 プ ン）
～未来を見据え、着実な「前進」を～  計画期間：平成24年4月1日～平成27年3月31日（3年間）

法令等遵守・リスク管理態勢の強化

メイン化推進・裾野拡大による預貸金の増強
および有価証券運用力の強化により、更なる
成長を目指す。
お客さまに適した金融サービスの提供によ
り、役務取引等利益などの強化を図る。
重要マーケット・重点分野へ大胆に経営資源
を投入するとともに、営業の原点に立ち返り
一歩一歩足で稼ぐ。

「福島の復興なくして当行の発展なし」の考え
のもと、最優先で復興支援に取組む。
復興に向けた金融の円滑化、復興支援事業へ
の積極的な参画などにより、福島の復興・発
展のため役職員全員が汗を流す。

～創立75周年に向けて～

（商標登録 第5238791号）

〈目指す銀行像〉

～地域に熱く・お客さまに誠実に・人を大事に～
大きく・強く・たくましく

中期経営計画

長期目標

総預金 ………………… 4兆円以上
総貸出金……… 2兆5千億円以上

主要勘定目標（平均残高）［平成26年度目標］

（※1）実質業務純益 く除を関機融金系府政・協農）3※（、く除を協農・行銀ょちうゆ）2※（、益損係関券債

当期純利益
創立75周年（平成28年度）

100億円以上を目指す

経営指標目標
コア業務純益（※1）…150億円以上
当期純利益……………80億円以上
自己資本比率 …………11％以上

［福島県内］
預金シェア（※2）……45％以上
貸出金シェア（※3）…42％以上

［平成26年度目標］

Ⅰ．復興に向けた福島への貢献 Ⅱ．成長戦略の着実な遂行 Ⅲ．経営体質の更なる強化

基本
方針

ら自「、りよに充拡の譲委限権びよお成育材人
考え、自ら行動する」企業風土を確立し、一人
ひとりが積極的に考動する組織へ変革する。
営業店業務改革・本部業務効率化により、営
業活動に特化できる人員を創出する。

　東邦銀行グループでは、長期目標「大きく・強く・たくましく」の
中で、創立７５周年（平成２８年度）における当期純利益１００億円
以上を目指しておりますが、その達成に向け、平成２４年４月１日

計
　中期経営計画では、当行が今後３年間に進むべき方向性を
具 の」しな展発の行当てしくな興復の島福「、りおてし示に的体

てしと項事先優最を」献貢のへ島福たけ向に興復「、とものえ考
対応するとともに、当行の新たな成長戦略を遂行し、地域と
とも

中期経営計画「 画」
TOHO MINI REPORT 2013
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自己資本比率の推移（単体）

格付け

62億円
 ［ 24年3月期比 ］

15億円増加

11.09％
  ［ 24年3月末比 ］

 0.42ポイント上昇

4兆8,917億円
   ［ 24年3月末比 ］

 4,234億円増加

総預かり資産残高
（総預金+預かり資産）当期純利益 自己資本比率

10

5

0

（％）

平成23年
3月末

平成24年
3月末

平成25年
3月末

国内基準
4％

Tier1比率

10.6710.88

9.44

11.09

9.29 9.18

当行の格付け
（平成25年5月末現在）AAA、AA

BBB
投資適格・安全

A

BB、B、CCC、CC、C
投機的・不安定

D
債務不履行

日本格付
研究所
A

スタンダード
＆プアーズ社
  A－

　25年3月期、当行は安定的な収益および十分な健全性を確保し、皆さまからの高い信頼を得ています。

業績ハイライト

自己資本比率（単体）

銀行の健全性をあらわす自己資本比率は11. 09％と
なり、国内基準の4％を大きく上回っています。
　銀行経営の健全性を測る上で重要な指標となっている
自己資本比率（単体）は11.09％となり、国内基準の4％を
大きく上回っています。また、Tier1比率（中核的自己資本
比率）は9.18％となりました。

当行の格付け

投資適格水準との評価を得ています。
　経営の健全性と安定性に関しては客観的な評価が大切
です。「格付け」は、利害関係のない第三者である格付機関
が企業の信用度や債務履行能力等を簡潔な記号で表した
ものです。最近では、企業の安全性を客観的に評価した指
標として、広く知られるようになっております。
　当行は、日本格付研究所から「A」の長期優先債務格
付けを、またスタンダード＆プアーズ社より「A－」の長期
発行体格付けを取得しており、いずれも投資適格水準と
なる評価を得ております。
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業務粗利益 業務純益・コア業務純益

経常利益 当期純利益
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95

136
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44

業務純益 コア業務純益

経常利益、当期純利益ともに公表業績予想を上回る水準を確保しました。
　効率的な有価証券運用による国債等債券売却益の増加、預かり資産販売の好調な推移による役務取引等収益の増加
などにより、業務純益は増益となりました。また、経営支援への取組み強化による不良債権処理額の減少もあって、経常
利益・当期純利益は増益となりました。

損益の状況

業務純益・コア業務純益 業務純益は、銀行本来の業務（資金の運用・調達、サービスの提供等）でどれだけ利益をあげたかを表す銀行固有の指標で一般企業の営業利益に相当します。
コア業務純益は、業務純益から一般貸倒引当金繰入額と債券関係損益の影響額を除いた利益です。

自己資本比率 自己資本比率は銀行の信用度、健全性を示す重要な指標です。海外で業務を営む銀行は8％以上（国際統一基準）、当行のように国内のみで業務を
営む銀行は4％以上（国内基準）を維持することが義務づけられています。

Tier1比率 自己資本比率における自己資本は、資本金、資本剰余金、利益剰余金の基本的項目（Tier1）と、一般貸倒引当金等の補完的項目（Tier2）とに区分されます。
Tier1比率は、補完的項目（Tier2）を除く中核的な自己資本比率と言えます。

TOHO MINI REPORT 2013
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預かり資産（投資信託・公共債・生命保険）

個人ローン残高の推移貸出金+私募債の推移

総預金（譲渡性預金含む）・個人預金残高の推移
個人預金残高 総預金残高

貸出金 私募債

0

40， 000

35， 000

30， 000

25， 000

20， 000

15， 000

10， 000

5， 000

（億円）

平成23年3月末 平成24年3月末 平成25年3月末

40,335

23,820

44,34844,348

25,89925,89930,748

21,286

投資信託残高 公共債保護預かり残高 生命保険残高

0

5， 000

4， 000

3， 000

2， 000

1， 000

（億円）

平成23年3月末 平成24年3月末 平成25年3月末

807878

2,2202,154

1,320974

4,007
4,347

890890

2,0332,033

1,6431,643

4,568

0

25， 000

20， 000

22， 000

21， 000

23， 000

24， 000

（億円）

平成23年3月末 平成24年3月末 平成25年3月末

24,258

21,378

231

176
21,555

24,490

24,66924,669

267267
24,937 住宅ローン残高 個人ローン残高

0

6， 000

5， 500

5， 000

（億円）

平成23年3月末 平成24年3月末 平成25年3月末

5,6785,678

5,160

5,857

5,358

6,020

5,547

預金・貸出金の状況

総預金・預かり資産

総預金残高は、４兆４，３４８億円となりました。
　預金増加に努める一方、復興関連資金の流入等もあったことから、譲渡性預金を含めた総預金残高は、４，０１３億円増加し
４兆４，３４８億円となりました。個人預金残高については、２，０７８億円増加し２兆５，８９９億円となりました。
　預かり資産残高は、投資信託・生命保険残高の増加を主因として、全体で２２０億円増加し４，５６８億円となりました。
（平成２４年３月末比）

貸出金

貸出金残高は、２兆４，６６９億円となりました。
　震災以降の資金需要に幅広くお応えした結果、４１０億円増加し２兆４，６６９億円となりました。貸出金＋私募債は、４４６億円
増加し２兆４，９３７億円となりました。（平成２４年３月末比）
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金融再生法開示債権

1

2

3

4

5
（％）

平成23年
3月末

平成24年
3月末

2.01％2.01％

2.58％2.58％

危険債権 360億円

正常債権
2兆4,477億円

お取引先が経営破綻の状態
には至っていないものの、財政
状態および経営成績が悪化
し、契約に従った債権の元本
の回収および利息の受取り
ができない可能性の高い債権
のことです。

破産更生債権及びこれらに
準ずる債権 155億円

破産、会社更生、再生手続
等の事由により、経営破綻
に陥っているお取引先に対
する債権およびこれらに準
ずる債権のことです。

要管理債権 21億円

3ヵ月以上延滞している債権
および貸出条件を緩和した
債権のことです。

不良債権比率
部分直接償却を実施した場合の不良債権比率

平成25年
3月末

2.02％2.02％

2.48％2.48％

1.80％

2.14％

金融再生法開示債権の保全状況

保全率
（B／A）

破産更生債権及びこれらに準ずる債権

危険債権

要管理債権

合　　　計

区　　　分

（単位：億円）

債権額
（A）

保全額
（B） 担保・保証等 貸倒引当金

155

360

21

537

58

190

9

257

100.0％

72.1％

53.8％

79.4％

155

259

11

427

97

69

2

169

貸出金については、十分な引当を行い健全性の確保に努めています。
　金融再生法に基づく資産査定の結果、貸出金・支払承諾見返等の総与信のうち正常債権以外の債権は、72億円減少し
537億円となりました。これらの債権については、担保等により保全を図るとともに、必要な部分については貸倒引当金に
より十分な引当を行い健全性の確保に努めています。（平成24年3月末比）
（注）なお、当行では部分直接償却を実施していませんが、実施した場合の正常債権以外の債権は450億円となります。

貸出資産の状況

部分直接償却 「破産更生債権及びこれらに準ずる債権」の担保・保証付債権について、債権額から担保の評価額及び保証等により回収が可能と認められる額を差し引い
た残額を、貸倒償却として債権額から直接減額することです。

金融再生法開示債権 金融再生法（正式名称「金融機能の再生のための緊急措置に関する法律」）に基づく基準により、貸出金等の分類を公表しております。対象債権は私募債、
貸出金、外国為替、未収利息、仮払金、支払承諾見返及び使用貸借又は賃貸借契約により貸し付けた有価証券です。

TOHO MINI REPORT 2013

不良債権比率の推移
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出資割合8：2

①支援要請 ②買取要請

⑤金融機関による新規融資（再建資金）実行が可能

③金融機関→産業復興機構　債権を譲渡

④被災企業⇔産業復興機構　買取債権を劣後化（DDS）

支援表明 福島産業復興機構
震災前の金融機関借入
を全て買取り、資本的
劣後ローン（DDS）化

産業復興
相談センター
・事業計画のチェック
・新規融資の相談
・債権者調整
・買取価格の妥当性

中小企業基盤
整備機構

県
地域金融機関

金融機関
（保証協会）

〈被災事業者〉

ふくしま応援ファンド投資事業
有限責任組合

GP：無限責任組合員 
興復北東）株（ 　 パートナーズ

企　　業

投融資
（劣後ローン・優先株等）

出資

L
P

員
合
組
任
責
限
有

 

行
銀
邦
東）
株
（　
　

出資

L
P

員
合
組
任
責
限
有

 

行
銀
資
投
策
政
本
日）
株
（　
　

出資

100％出資

ふくしま復興への取組み

二重ローン問題への対応

　東日本大震災および原子力発電所事故により甚大な
の」題問ンーロ重二「、し対にまさ客おたれらけ受を害被

解決を図るため、震災前の既存のお借入れについて福島
産業復興機構および東日本大震災事業者再生支援機構
による買取制度を活用するなど本格的な事業再開を支援
いたしました。

※劣後ローンや優先株等を活用したニューマネーを提供することにより、本格復興
　まで継続的に支援する復興ファンドです。

復興支援ファンドの活用

　復興支援ファンド「ふくしま応援ファンド（※）」や「東日本
大震災中小企業復興支援ファンド」などの活用を通じて、
地域金融の円滑化に積極的に取組んでおります。

復興資金の提供

東日本大震災および原子力災害で被災されたお客さま
を支援するため、復興資金需要に対し積極的にお応えし
てまいりました。

成長産業の支援

　福島県が復興の柱に位置づける再生可能エネルギー
分野や医療関連産業など、成長産業の創出・集積に向
けた動きが活発化しており、そう
した動きを一層加速させるため、
「東邦・再生可能エネルギー発電
事業ローン」や「東邦・医療福祉
機器関連事業ローン」を創設して
おります。

復興支援私募債の引受け
　復興、再建に取組んでいる企業が発行する社債の元利
金支払を当行が全額保証し、かつ総額を引き受ける「東
邦・復興支援私募債」を創設し、当行所定の金利から最大
で年０．２％引き下げるなど、金融面で支援しております。

震災関連制度資金の実績（累計）
23／9末 24／3末 24／9末 25／3末

事業者向け
（件数）

593億円
（2,190件）

906億円
（3,684件）

923億円
（3,815件）

950億円
（3,978件）

個人向け
（件数）

3.9億円
（287件）

5.2億円
（400件）

5.9億円
（448件）

6.3億円
（475件）

「ふくしま応援ファンド」のイメージ図

「福島産業復興機構」のイメージ図
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福島県との包括連携協定締結

　福島県の一層の地域活性化および県民の皆さまへのサー
ビス向上に資することを目的として、平成24年12月に福島県
と１０分野からなる包括連携協定を締結いたしました。

福島県産品の風評被害払拭・販路拡大支援

復興支援通販事業・商談会の開催
　県内の食品関連事業者の皆さまの販路拡大を支援
するため、当行オリジナルの復興支援通販事業を企画・
協賛しております。平成２４年４月からは、第３弾として
「ふくしま市場うつくしま良品本舗」の取扱いを開始。
通販事業開始以降、累計販売個数７万３千個、累計販売
金額２億４８百万円を超えるなど、全国の皆さまの心温
まるご支援をいただいております。
　また、お取引先のビジネスマッチング、販路拡大機会
の提供を目的とした各種商談会、ＰＲ・販売イベントを全国
的に展開しております。

避難されているお客さまの支援

　福島県においては、現在も多くの方が避難生活を送って
おり、避難されているお客さまの利便性向上を図るため、
平成２４年７月より移動ＡＴＭ車「ふるさと・ふくしま号」を
稼働させるとともに、仙台駅構内へ通帳繰越機能を搭載
した店舗外ＡＴＭの設置、地方銀行とのＡＴＭ提携等を
積極的に実施してまいりました。

屋内遊び場「とうほう わんぱくランド」の一般開放

　原子力発電所事故の影響により、子どもたちが安心して
屋外で遊ぶ機会が失われている状況を踏まえ、当行研修セ
ンターの室内野球練習場を屋内遊び場として整備し、平成
24年７月より無料で広く一般の方に開放しております。

・東日本大震災からの復興及び
災害対策に関すること
・再生可能エネルギーの推進、
医療産業集積に関すること
・県の経済活性化に関すること
・県産品の販売・振興に関すること
・地域・暮らしの安全・安心に関すること

・高齢者・障がい者の支援に関すること
・こども・青少年の健全育成に関すること
・環境保全に関すること
・観光の振興に関すること
・その他地域社会の活性化・
住民サービスの向上に関すること

＜提携内容＞
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個人のお客さまへの取組み

「あつまれ 元気なふくしまっ子！」の実施

　「ふくしまの将来を担うお子さまに当行と末永くお付き
合いいただきたい」との思いを込め、１８歳の以下のお客
さまで新規に普通口座をご開設いただいた方全員に
景品をプレゼントしております。

Alwaysカードの取扱い

　クレジットカードとキャッシュカードが一枚になった
「Alwaysカード」は、ICチップ搭載によりセキュリティに
も優れておりますので安心してお使いいただけます。
　4色から選べる一般カードのほか、ゴールドカードも
ご用意しております。
　当行では、今後も多様化するお客さまのニーズに応
じたさらなるサービスの向上に努めてまいります。

ローン専門店の拡充

　福島県内の各主要都市を中心にローン専門店を
設置し、平日の営業時間を延長するとともに、土曜日・
日曜日も営業しております。平成２４年度には、郡山市と
いわき市にそれぞれ２店舗目となるローン専門店を設
置いたしました。

各種年金サービスの取扱い

　当行で年金をお受け取りいただいているお客さまを
対象に、金利上乗せ定期預金「スーパー年金定期Ⅱ」や
公的年金振込日における「お楽しみプレゼント」等、様々
なサービスをご用意しております。

ライフステージ

生
　
　
誕

店　　　名
ローンプラザ福島支店
郡山ローンセンター（新さくら通り支店内）
八山田ローンセンター（八山田支店内）
ローンプラザ須賀川支店
白河ローンセンター（新白河支店内）
ローンプラザ会津支店
いわき平ローンセンター（平支店内）
いわき鹿島ローンセンター
（いわき鹿島支店内）
仙台ローンセンター（仙台支店内）
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各種ATMサービスの展開

１．当行ＡＴＭ 利用手数料の無料化
　当行のＡＴＭでは、平成２５年４月１日より当行のキャッシュカードをご利用の場合、

。すまけだたい用利ごで料無」もで回何「」もで誰「」もでつい「が料数手用利ＭＴＡ
　平日日中のご利用が難しいお客さまでも、平日のお仕事帰りや休日に手数料を
気にされることなくご利用いただくことができます。

２．通帳繰越機能付ＡＴＭの設置
　お客さまからのご要望を踏まえ、
お通帳の繰越ができるＡＴＭを
順次展開しており、平成２５年５月
末時点で１０８コーナーに設置して
おります。
　窓口にご来店されなくともコー
ナー営業時間内であればいつでも
お通帳を繰り越すことができます。
※繰越できるお通帳：普通預金通帳、総合口座通帳

３．インストア型ＡＴＭの展開
　平成２４年９月より、商業施設や駅を中心にインストア型
ＡＴＭを展開しています。インストア型ＡＴＭは、後方に
メンテナンススペースがない
ため、従来よりコンパクトな
スペースに設置することができ、
スーパーの店内や駅構内等、
よりお客さまの利便性の高い
場所への設置が可能となりま
した。

当行ATMのご利用時間と手数料 （当行カードをご利用の場合）

平　日
土曜・祝日
日　曜
平　日
土曜・祝日
日　曜

平　日
土曜・祝日
日　曜

平　日
土曜・祝日
日　曜
平　日
土曜・祝日
日　曜

お預入れ
定期お預入れ
通帳記入

曜　日お取引
無　　料
無　　料
無　　料
無　　料
無　　料
無　　料

無　　料
無　　料
無　　料

お引出し

金
　
現

お振込み

所定の振込手数料

所定の振込手数料
所定の振込手数料
所定の振込手数料

お振替え

※店舗外コーナーでの現金によるお取扱いはできません。

7：00 8：45 9：00 22：0021：0018：0015：00
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法人のお客さまへの取組み

私募債

的極積を」債募私境環・邦東「」債募私援支興復・邦東「　
に引き受けしております。
シンジケートローン

　シンジケートローンを組成し、複数行からの融資をお
手伝いしております。

年金・退職金制度

　確定拠出年金制度などの企業年金制度導入のお手伝
いを行っております。

ビジネス・マッチング

　各種商談会の開催、工業団地・流通団地情報のご提供
などを行っております。
でんさい

　株式会社全銀電子債権ネットワーク（略称「でんさい
ネ 」スビーサいさんで邦東「、い伴に始開スビーサの）」トッ
の取り扱いを開始しております。

事業承継・M&A

　自社株評価や事業承継スキームのご提案や、買収・売却・
合併・提携などＭ＆Ａに関するアドバイスを行っております。

経営・事業再生支援のイメージ図

地元の経営改善
取組先企業

地元の事業再生
取組先企業

事業再生で蓄積したノウハウの活用

企業の業績向上

企業の事業再生

債務者区分のランクアップ

経営改善計画の策定等を支援

外部の専門コンサルタントの紹介

専門家、他金融機関との連携

再生ファンドの活用

最適なスキームを紹介・適用

「経営課題提案型営業」を積極的に展開しており、お客さまの各種経営課題に対し総合的なサービスをご提案いたします。

　震災地域を含め、地域再生・地域活性化に寄与する事業再生・復興支援につきましては、様々な再生手法を活用し積極
的に取組んでおります。
　また、地域の面的再生につながる事業再生につきましても、ご相談があれば真摯に検討させていただいております。

資金調達・企業戦略支援

経営支援・事業再生支援

生
再
域
地・
化
性
活
域
地

融資部

融資管理部

営業店



TOHO MINI REPORT 2013 13

TOHO MINI REPORT 2013

法人営業部内に「海外事業支援室」を設置し、お取引先の海外での事業展開を積極的に支援しております。

貿易相談・海外進出支援

　平成２５年3月に、復興応援「とうほう次世代経営者倶楽部」を
設立。当行のネットワークを最大限活用し、県内外企業が一堂
に会する機会を創出、次世代経営者相互の人脈づくりと復興に
向けた情報交換の場を提供するとともに、次世代を担う経営者
の皆さまの幅広い知識・ノウハウ獲得を支援いたします。

次世代経営者支援

●提携先

地場の金融機関と提携し、海
外進出を支援

【韓　国】ＳＢＪ銀行
【タ　イ】カシコン銀行
【インド】インドステイト銀行
【インドネシア】バンクネガラインドネシア

外国銀行との業務提携

●提携先

会計・税務、海外リスク、国際
物流、貿易保険、海外セキュリ
ティ対策、海外情報など海外
における様々なリスクに対応

有限責任監査法人トーマツ
日本通運㈱
日本貿易保険（NEXI）
東京海上保証㈱
三井住友海上日動火災保険㈱
損害保険ジャパン㈱
大和証券㈱
ALSOK福島綜合警備保障㈱
セコム㈱

専門家との業務提携

【海外全域】
日本貿易振興機構（ジェトロ）
※研修生派遣中

【海外全域】
三菱東京UFJ銀行・
三菱UFJリサーチ＆コンサルティング

【会計・税務・コンサル】
【国際物流】
【貿易保険】
【海外リスクコンサル】
【海外情報提供・コンサル】
【海外セキュリティー対策】

【韓国】
SBJ銀行（新韓銀行グループ）

【インドネシア】
バンクネガラインドネシア銀行

【タイ】
カシコン銀行

【中国】
福島県上海事務所

【インド】
インドステイト銀行 福島から世界へ！！

専門家関連提携



14 TOHO MINI REPORT 2013

CSR（企業の社会的責任）への取組み

も   り

植林活動「とうほうの森づくり」の継続実施

　福島県が推進する「企業の森林づくり」制度を利用し、平成２１年度より県内において
ボランティアの役職員や家族による植林活動（「とうほうの森」づくり）を展開して
おります。平成２４年１０月には、耶麻郡北塩原村において植林を実施いたしました。

環境保全活動

株式会社とうほうスマイルの設立

　創立70周年記念事業の一

働く子会社「株式会社とうほうスマイル」を平成24年３月に設立いたしました。同社では
現在11名の障がいを持つ社員が、印刷業務や名刺・帳票等の作製業務を行っております。

「点字通知サービス」の取扱い開始

　視覚に障がいをお持ちのお客さまの金融取引を支援する目的で、「点字通知サービス」をお取扱いしております。
本サ 。すまりおてしけ届おへまさ客おりよに送郵ご、し刷印で字点を」知通高残金預「びよお」知通細明引取金預「、はでスビー

障がい者の自立促進に向けた取組み

東邦銀行陸上競技部の活動

　東邦銀行陸上競技部では、次代を担う子どもたちを対象とした陸上教室や福島
県内の小中高生を対象としたリレー大会（東邦カップ「第１回 ふくしまリレーズ」）を
開催するなど、地域のスポーツ振興に向けた活動を行っております。
「エコノミクス甲子園」福島大会の開催

　平成24年12月、県内の高校生を対象に、全国高校生金融経済クイズ選手権
「エコノミクス甲子園」福島大会を県内で初めて開催しました。
　本大会は、高校生に金融経済の仕組みを楽しく知ってもらうとともに、地域経済の
将来を担う人材の育成を目的に開催し、県内11の高校から参加した19チーム、38名
の高校生が熱戦を繰り広げました。

未来を担う子供たちの育成
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株式についてのご案内

株主優待制度「とうほう株主優待倶楽部」の取扱い開始

　株主の皆さまからの日頃のご支援にお応えするため、
これまでの株主優待定期預金に加え、福島県宿泊施設を
ご利用いただけるご優待券を新たに実施し、株主優待制
度「とうほう株主優待倶楽部」としてスタートいたしまし
た。毎年3月31日現在で1,000株（1単元）以上お持ちの
株主さまを対象に、以下の株主優待を行っております。

株主の皆さまへの取組み

事業年度
　当行の事業年度は、毎年４月１日から３月３１日までの１年とします。
定時株主総会
　毎事業年度終了後３か月以内に開催いたします。
配当金
　期末配当の基準日は、毎年３月３１日といたします。中間配当
をする場合は、取締役会の決議によって、毎年９月３０日を基準日
として配当いたします。
公告掲載方法
　電子公告の方法により、当行ホームページに掲載いたします。
　ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による
公告をすることができない場合は、福島市において発行する福島
民報および福島民友ならびに東京都において発行する日本経済
新聞に掲載いたします。

　　
株主名簿管理人
　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社
特別口座の口座管理機関
　日本証券代行株式会社

各種お手続きのご案内

東邦銀行ホームページ  http://www.tohobank.co.jp/

業況説明会（地元向けＩＲ）の開催

　地元の株主の皆さまやお取引先などを対象とした
「業況説明会」を県内６地区で開催し、当行の経営方針や
経営内容についてご理解いただくよう努めております。

1,000株以上5,000株未満お持ちの株主さま

○定期預金300万円までの金利上乗せ
○福島県宿泊施設ご優待券  ２,０００円

5,000株以上お持ちの株主さま

○定期預金300万円までの金利上乗せ
○福島県宿泊施設ご優待券  ５,０００円

お取引の証券会社にお申し出
ください。
株主名簿管理人（三菱UFJ信託
銀行）ではお取扱いできません
のでご注意ください。

（連絡先）
日本証券代行株式会社 
代理人部
〒168-8620　東京都杉並区
和泉２-８-４
TEL 0120-707-843
（通話料無料）

未受領の配当金につきましては、
株主名簿管理人（三菱UFJ信託
銀行）でお支払いいたします。
（連絡先）
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 
証券代行部
〒137-8081　東京都江東区
東砂七丁目10番11号
TEL 0120-232-711
（通話料無料）

特別口座に記録された株式に
関する各種お手続きにつきまし
ては、日本証券代行が特別口座
の口座管理機関となっており
ますので、日本証券代行にお問
合せください。
株主名簿管理人（三菱UFJ信託
銀行）ではお手続きできません
ので、ご注意ください。

各種手続きの
お申出先

・住所変更
・配当金受取
方法の指定・
変更
・その他各種
お手続き

･注意点

証券会社等に口座をお持ちの
株主さまの場合（証券会社等）

証券会社に口座を開設していない株主
さまの場合（日本証券代行：特別口座）
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 宗像窯　TEL 0242 56 2174
 http://www.munakatagama.net/
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江戸時代中期に作られた登り窯は、町の文化財にも指定
されています
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編集協力／株式会社進和クリエイティブセンター
（掲載している内容は、平成25年5月1日現在のものです）
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1966 年　福島県 福島市生まれ
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　　　　  絵画科 日本画専攻 卒業
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平成25年3月期  決算のご報告

［資産の部］
企業や個人へのご融資である「貸出金」、債券や株式での運用を表す「有価証券」、短期金融市場での運用を表す「コールローン」などの資金
の運用状況を表しています。
［負債の部］
「預金」等、主に資金の調達状況を表しています。
［純資産の部］
株主の皆さまからのご出資である「資本金」や、これまでの利益の蓄えである「剰余金」等を表しています。

期末における資金の運用・調達の
状況等を示します。

貸借対照表とは

1年間の営業の結果、どのように
利益が生じたかを示します。

損益計算書とは

（単位：百万円）

（ご参考）

14
14

14
14

（注） 記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

1.
2.
3.

記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
共同信託他社管理財産の取扱いはありません。
元本補填契約のある信託の取扱いはありません。

（注）

科　　　　　目 金　　　　　額

資　　　 産 金　　 額 負　　　 債 金　　 額

科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

455,683
325,783
6,110
780

30,825
1,340,927
2,466,952

1,440
9,309
36,208
2,971
4,315
5,048

△19,781

4,666,575

4,068,247
366,638
31,460
193

15,916
10,940
447
353
259
95

3,698
5,048

4,503,298

23,519
13,653
13,653
107,643
9,679
97,964
△156

144,660
17,952
664

18,617
163,277

4,666,575

   42,330　      
（32,676）
（9,304）

0 
11,021 
4,940  
2,490 

2,375 
（1,771）
5,395　
1,089　
36,771　
4,055 

4,482 
△136 

60,782

49,688

11,094
0

487
10,607

4,346
6,261

第110期末（平成25年3月31日現在）貸借対照表 第110期（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）損益計算書

第110期末（平成25年3月31日現在）信託財産残高表

現金預け金
合 計

（資産の部）
現 金 預 け 金
コ ー ル ロ ー ン
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（負債の部）
預 金
譲 渡 性 預 金
借 用 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶発損失引当金
ポイント引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
（純資産の部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金
利 益 準 備 金
その他利益剰余金

自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
評価・換算差額等合計
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
（ う ち 貸 出 金 利 息 ）
（うち有価証券利息配当金）
信 託 報 酬
役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益
経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
（ う ち 預 金 利 息 ）
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
当 期 純 利 益

金 銭 信 託
合 計

（単位：百万円） （単位：百万円）

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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平成25年3月期  決算のご報告（連結情報）
TOHO MINI REPORT 2013

［経常収益］
企業の売上高と同様に、貸出金利息や各種手数料等の収益を表します。
［経常費用］
企業の売上原価と同様に、預金利息や営業経費等の費用を表します。
［経常利益］
経常収益から経常費用を控除したものです。
［当期純利益］
経常利益に、特別損益や法人税等を加減して算出し、当期中の利益を表します。

第110期（平成24年4月1日から平成25年3月31日まで）連結損益計算書
科　　　　　目 金　　　　　額

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

455,684
325,783
6,110
780

30,825
1,341,651
2,466,952

1,440
9,321
36,215
2,971
4,342
5,048

△19,781

4,667,345

42,329 
（32,676）
（9,304）

0 
11,020 
5,028 
2,619 

2,375 
（1,771）
5,395 
1,145 
36,800 
4,057 

4,491
△139 

60,998

49,774

11,224
0

487
10,737

4,352
6,385

6
6,378

4,068,077
366,508
31,460
193

15,940
10,984
453
353
259
95

3,698
5,048

4,503,072

23,519
13,653
108,443
△190

145,425
17,965
664

18,629
217

164,272
4,667,345

（資産の部）
現 金 預 け 金
コールローン及び買入手形
買 入 金 銭 債 権
商 品 有 価 証 券
金 銭 の 信 託
有 価 証 券
貸 出 金
外 国 為 替
そ の 他 資 産
有 形 固 定 資 産
無 形 固 定 資 産
繰 延 税 金 資 産
支 払 承 諾 見 返
貸 倒 引 当 金

資 産 の 部 合 計

（負債の部）
預 金
譲 渡 性 預 金
借 用 金
外 国 為 替
そ の 他 負 債
退職給付引当金
役員退職慰労引当金
睡眠預金払戻損失引当金
偶発損失引当金
ポイント引 当 金
再評価に係る繰延税金負債
支 払 承 諾
負 債 の 部 合 計
（純資産の部）
資 本 金
資 本 剰 余 金
利 益 剰 余 金
自 己 株 式
株 主 資 本 合 計
その他有価証券評価差額金
土地再評価差額金
その他の包括利益累計額合計
少 数 株 主 持 分
純資産の部合計
負債及び純資産の部合計

経 常 収 益
資 金 運 用 収 益
（ う ち 貸 出 金 利 息 ）
（うち有価証券利息配当金）
信 託 報 酬
役 務 取 引 等 収 益
そ の 他 業 務 収 益
そ の 他 経 常 収 益
経 常 費 用
資 金 調 達 費 用
（ う ち 預 金 利 息 ）
役 務 取 引 等 費 用
そ の 他 業 務 費 用
営 業 経 費
そ の 他 経 常 費 用

経 常 利 益
特 別 利 益
特 別 損 失
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税 、住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額
法 人 税 等 合 計
少数株主損益調整前当期純利益
少 数 株 主 利 益
当 期 純 利 益

第110期末（平成25年3月31日現在）連結貸借対照表 （単位：百万円） （単位：百万円）
科　　　　目 金　　　額 科　　　　目 金　　　額

子会社・子法人等
会社名 主要業務内容

東邦情報システム株式会社 電子計算機ソフトウェア開発業務

区分

子法人等
株式会社とうほうスマイル 帳票等の印刷・製本業務 子会社

関連法人等
会社名 主要業務内容

リース業務
電子計算機による計算業務
信用保証業務
クレジットカード業務および信用保証業務
クレジットカード業務および信用保証業務

東邦リース株式会社
東邦コンピューターサービス株式会社
東邦信用保証株式会社
株式会社東邦カード
株式会社東邦クレジットサービス



店舗ネットワークのご案内

※福島第一原子力発電所事故の影響により、6ヵ店は臨時休業させていただいておりますが、代替拠点を当行事務センター（福島市）に設置し、お客さまの支援を行っております。

●相馬支店●梁川支店

●喜多方支店

高田支店●

●山口支店

●田島支店
●石川支店

矢吹支店●

●浅川支店

●棚倉支店

●塙支店

●会津下郷支店

●
猪苗代
支店

●保原支店

●川俣支店●二本松　支店
●本宮支店

●三春支店

●船引支店

●小野支店

●原町支店

●小高支店※

桑折支店●

塩川支店●
坂下支店●

●川口支店

只見支店●

新白河支店●

鏡石支店●

●浪江支店※

●双葉支店※

●大熊支店※

●富岡支店※

●楢葉支店※

●東京都

●仙台市

●日立市

●水戸市

●宇都宮市

●新潟市

東京支店　
新宿支店

仙台支店　
仙台東支店

日立支店

水戸支店

宇都宮支店

新潟支店

●インターネット支店

●郡山ローンセンター 
　（新さくら通り支店内）

●お金運用プラザ 
　（本店営業部内）

会津
若松市

郡山市

福島市

須賀川市

いわき市白河市

会津支店
会津アピオ支店
会津若松市役所支店
会津一之町支店
竹田綜合病院支店
会津本町支店
滝沢支店
門田支店
ローンプラザ会津支店

郡山荒井支店
郡山駅前支店
郡山大町支店
郡山卸町支店
郡山北支店
郡山中町支店
郡山東支店

郡山営業部
郡山市役所支店
郡山総合卸市場支店
安積支店
大槻支店
希望ケ丘支店
桑野支店

郡山南支店
菜根支店
新さくら通り支店
富田支店
西ノ内支店
八山田支店

（平成25年6月現在）

内郷支店
小名浜支店
神谷支店
平西支店
勿来支店

平支店
いわき市役所支店
いわき泉支店
いわき鹿島支店
植田支店

谷川瀬支店
湯本支店
四倉支店

●いわき平ローンセンター　
　（平支店内）

●白河ローンセンター　
　（新白河支店内）

●八山田ローンセンター　
　（八山田支店内）

●いわき鹿島ローンセンター 
　（いわき鹿島支店内）

http://www.tohobank.co.jp/

各支店の地図をホームページでご覧いただけます。
東邦銀行ホームページ

本誌には
FSC認証用紙を
使用し、
植物油インキで
印刷しています。

平成25年6月発行 東邦銀行総合企画部 広報・社会貢献室
〒960 8633 福島市大町3番25号　　電話（024）523 3131

FSCマーク
ベジタブルインキマーク

大森支店
北福島支店
県庁支店
笹谷支店
瀬上支店
中町支店

本店営業部
福島市役所支店
福島医大病院支店
飯坂支店
飯野支店
泉支店

西福島支店
東福島支店
平野支店
福島駅前支店
福島西中央支店
方木田支店

蓬莱支店
松山支店
南福島支店
渡利支店
ローンプラザ福島支店

福島市内（23ヵ店）
郡山市内（20ヵ店）

会津若松市内（9ヵ店）

白河支店
白河市役所支店
白河西支店

白河市内（3ヵ店）

須賀川支店
須賀川東支店
ローンプラザ須賀川支店

須賀川市内（3ヵ店）

いわき市内（13ヵ店）

県外支店（8ヵ店）

インターネット

ローンセンター

資産運用相談店舗

●仙台ローンセンター　
　（仙台支店内）

「八山田支店」の開設
　お客さまにより身近で一層便利
にご利用いただけるよう、平成24
年11月に郡山市富田町に「八山田
支店」を新設いたしました。

「矢吹支店」の新築移転
　矢吹支店は、震災の影響により
仮店舗で営業を行っておりましたが、
平成２５年３月矢吹町八幡町に店舗
を新築移転いたしました。
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